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	○　新型コロナウイルス感染症の影響により令和２年２月以降の収入に相当の減少があり、納税することが困難である事業者等に対し、無担保かつ延滞金なしで１年間徴収を猶予できる特例を設ける。
	※　この特例創設に伴う地方公共団体の一時的な減収に対応するため、地方債の特例措置を創設。　　　　　　　　　　【地方財政法（昭和23年法律第109号）の改正】
	◎　中小事業者等が所有する償却資産及び事業用家屋に係る固定資産税等の軽減措置
	◎　生産性革命の実現に向けた固定資産税の特例措置の拡充
	○　自動車税・軽自動車税環境性能割の税率を１％分軽減する特例措置の適用期限を６月延長し、令和３年３月31日までに取得したものを対象とする。
	※　この措置に伴う減収については、自動車税減収補塡特例交付金及び軽自動車税減収補塡特例交付金により全額を補塡。
	【地方特例交付金等の地方財政の特別措置に関する法律（平成11年法律第17号）の改正】
	○　住宅ローン控除の適用要件の弾力化に係る対応
	○　耐震改修した住宅に係る不動産取得税の特例措置の適用要件の弾力化
	○　イベントを中止等した主催者に対する払戻請求権を放棄した者への寄附金控除の適用に係る対応

